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女性に対する暴力に対して，一般的には，イタリアもわが国も，その抑止
およびその救済のための法制度を有している。しかし男性が女`性より優位に
ある社会的な構造の下では，法制度が存在しても，女性がその暴力の救済を
司法に訴えることを阻む阻止する社会的要因，あるいは警察官，検察官，裁
判官などの関係者の偏見など司法制度上の問題により，被害者がそれらの法
により救済を得ることはきわめて困難であった。このような構造的原因によ
り，女性に対する暴力の問題の解決は，長い間放置されてきた。
しかし近年において女性の社会進出が進むにつれ，女性の発言権が増した
結果，徐々にそうした暴力の問題の解決に向けて，社会も対応せざるを得な
くなってきた。ここから，女`性に対する暴力に対して，その国の法がどのよ
うに対応しているかは，その国の女性の置かれている状況を示すメルクマー
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ルともいえる。
イタリアでは，1996年の「,性暴力に対する新規定」により，刑法典の強姦
罪・強制隈藝罪の規定の改正が行われた。この改正により刑法典の規定は女
'性の性的自由の保護を前面に出した法に改正されたことになる。この改正が
実現した背景には，1985年の「国連婦人の十年」ナイロビ会議や1993年の国
連総会の「女性に対する暴力の撤廃宣言」など国際的流れの影響があること
は無視できない。しかしイタリアで，強姦罪規定の改正を実現させる最も強
い原動力となったのは，暴力防止に向けた女性の強い要求である。イタリア
ではじめに強姦罪の規定の改正案が議会に提出されたのは1975年であり，改
正が実現するまでに20年をも費やしたが，最終的に暴力に対する女性の強い
抗議の声が，様々な政党間の対立，フェミニストグループ間のイデオロギー
的対立を乗り越えさせたのである。曰本においても，類似の強姦罪・強制隈
巍罪の法規定を有しながら，強姦罪・強制猩蕊罪の規定の改正などの問題点
が，学会上も社会的にも問題提起されていない現状をみると，,性的自由の保
護に対する刑法典改正がイタリアで実現したことは非常に大きな意味を持つ
ものである。
さらに未成年者の'性的自由を保護する法律として，1998年「未成年者に対
する買春，ポルノグラフィー，セックスツァー防止法」が制定された。そし
てイタリアでは，その後2001年には，暴力に対する法規制をさらに－歩進め
て，女性に対する暴力のうちで家庭の中の暴力，いわゆるドメスティック・
バイオレンス防止法「家族関係における暴力防止措置法」が成立されるに至
った。
このように1996年に強姦罪の規定が改正されてから，いまだ７年しか経過
していないが，強姦罪規定の改正を皮切りにイタリア社会では女性への暴力
を阻止するための法がさまざまに立法されている。なお職場での暴力ともい
えるセクシャル・ハラスメントについては未だ立法には至っていないが，そ
の議論についても触れたい。これらの暴力を防止する法の流れを概観するこ
とにより，イタリアにおける女性を取巻く社会の変遷及び現状を見てみたい。
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Ⅱイタリアにおける女性への暴力に対する法的
規制の歴史
暴力についての抑止力となりうる法は一般的には刑法典であるが，イタリ
アにおける現行刑法典は，ロッコ刑法典として1930年に統一刑法典として成
（１）
立した。その|日法にあたる1989年制定のザナルデッリ研||法典は，近親相姦や
風俗素乱，隈蕊行為または婚姻目的のための略取，売春斡旋，重婚，姦通，
内縁の規定とともに強姦罪，強制狼嚢罪を規定し，公道徳及び良俗に対する
罪の章に定められていた。女性や家族についての対応は，ロッコ法典もザナ
ルデッリ法典の規定と大きく異なるものではなかったが，前ザナルデッリ法
典と異なる点は，性犯罪規定の置かれた第１款には性的自由に対する罪とい
う表題が付けられていたことである。しかし性的自由に対する罪という表題
が付けられていても，実質は個人の性的自由を保護する規定ではなかった。
その理由として，第一にロッコ刑法典は，ムッソリーニ時代のファシズム下
（２）
の法典であり個人の自由を保護するものではなかったこと，第二|こ，家父長
制のもとに封建的な色彩が強かっただけでなく，カトリック思想の影響によ
り女性に対する男性優位の思想が強かったことである。すなわちロッコ法典
が成立する前年の1929年に，ラテラノ協約がローマ法王庁とムッソリーニ政
府との間に締結されたが，ラテラノ協約は，離婚の裁判権を教会にのみ認め
るなど，家族関係について教会の支配権を復活させた。この協約の結果，カ
トリック教会の教理は，単に宗教の規範に止まらず，国家の法規範として，
イタリア人の家族生活における指導的役割を担うようになり，その男性優位
（３）
の思想ｶｺﾞ国の規範にも影響を及ぼしたのである。
このようにロッコ刑法典は，強姦罪等の性犯罪の表題を性的自由に対する
罪としたが，その規定の位置づけは，公道徳及び良俗の罪として社会に対す
る犯罪として位置づけており，家族の領域に関する特別な犯罪（重婚，欺岡
による婚姻誘導，姦通，内縁，近親相姦，新生児の民事状態の隠匿および虚
偽記入の罪）を分離して別な第１１章にした点を除けば，前ザナルデッリ法典
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と大きく異なるものではなかった。
その後，姦通や内縁については，憲法裁判所において，憲法上の原則に反
するとして，違憲判決が下されるに至った（憲法裁判所1968年12月１９曰１２６
（４）
号半Ⅲ決，および1969年１２月３曰146号半||決)。さらに1958年２月20日第75号法
律「管理売春及び搾取売春廃止法」（法案提出者の名を冠して通称メルリン
（５）
(Merlin）法と呼ばれる)」が市|l定された。この法は，升I|法典第531条乃至
536条までを廃し，国家による管理売春制度を止めさせた。さらに'981年８
月５曰法律第442号により，強姦罪等の犯罪について，被害者との婚姻によ
る治癒による刑の免除（共犯者にも拡大）に関する刑法典第544条を削除し
（６）
ﾌﾟこ。
そして'996年２月15日，法律66号「性暴力に対する新規定」が成立し，こ
れにより刑法典の性的犯罪に関する規定が大幅に改正され，‘性犯罪の規定を
個人の'性的自由を保護する規定に大幅に改められた。しかしこの改正に至る
までには，キリスト教民主党などの保守勢力や，共産党，社会党などの左翼
勢力，またフェミニストグループなどの間での二十年に及ぶ長い議論と三十
回にもわたる国会への法案提出が行われるなど多大な時間と労力を必要とし
（７）
た。すなわち最初の強姦罪の規定の改正案ｶｺﾞ1977年に国会に提出され，１９７９
年には，法案提出に必要な30万名の国民の署名を得て，その翌年の1980年に
（８）
冊Ⅲ法改正案が提出されたが，法案可決には至らなかった。さらに，その後も
党派的対立の中で，下院と上院との間で，可決と否決，修正を繰り返し，こ
のような状況の中で，1996年２月ようやく超党派で提出された改正法案が，
再建党（旧共産党）を除く全議員の賛成によって改正が実現した。この法案
の提出が，最終的に超党派によるものであったということは，各議員が党派
を越えて多くのイタリア女’性の要求に応えたということを示している。この，
'性暴力についての刑法改正が実現した背景には，それまでの保守政権に代わ
って中道左派政権が実現したこと，および女性に対する暴力を阻止する国際
的流れがある。まず前者については，同年の４月にプローデイ首相の率いる
中道左派連合が政権に就き，イタリアで初めての本格的な左派政権が誕生し
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（９）
たことである。後者については，1995年の｣上京の国際女性会議で，女性に対
する暴力が重要な課題として採り上げられたことである。こうした政治社会
状況の転換も法案成立の背景にあると思われる。
イタリア刑法典の性犯罪規定が個人の性的自由に対する犯罪と明確に位置
付けられたことは，イタリア政府の1989年の子どもの権利条約の批准および
1996年のストックホルム会議宣言に加わった国際的流れも背景にして，さら
に児童の性的自由に対する犯罪を新たに立法化することになる。すなわち，
1998年８月３曰法律269号「未成年者に対する買春，ポルノグラフィー，セ
ックスツアー防止法」（Legge3agostol998"Normecontrolosfruttame‐
ntodellaprostituzione，dellapornografia，ｄｅｌｔｕｒｉｓｍｏｓｅｓｓｕａｌｅｉｎ
ｄａｎｎｏｄｉｍｉｎｏｒｉｑｕａｌｉｎｕｏｖｅｆｏｒｍｅｄｉｒｉｄｕｚｉｏｎｅｉｎｓｃｈｉａｖｉｔＵ，，イタリア
では略して小児愛症（ペドファイル）防止法Normecontrolapedfiliaと称
（10）
される）が帝||定された。この法によりそれまでの升１１法典の奴隷の境遇に陥れ
る罪（刑法典600条）に，新たな犯罪類型として，未成年者との買春行為
(600条の２)，未成年者のポルノグラフィーの作成，供給，出版，頒布行為
(600条の３)，未成年者のポルノグラフィーの所持（600条の４)，未成年者
の買春目的の観光ツァー（600条の５）が規定された。
さらに性暴力を阻止しようとする女性の力は，それまでは家庭の中に深く
沈潜していて法の介入する問題としてとらえられて来なかった家庭の中の夫
やパートナーからの暴力，いわゆるドメスティック・バイオレンスの問題を
提起するに至った。こうした女性の要求に対して，イタリア政府も，国際的
潮流もあり，家庭の内外を問わず，女性に対する暴力を阻止することが重要
な政策目標となっていた。そしてドメスティック・バイオレンスを防止する
法として，2001年４月５曰に法律第154号として「家族関係における暴力防
止措置法」（Leggenl54del5Aprile2001Misurecontrolaviolenza
nellerelazionifamiliari）が成立するにいたった。
（１）ロッコは，1925年１月から７年半にわたり法相の職にあった者であるが，彼
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の目指したものは，大衆的権威主義国家の法制化であった。（ロッコの政策につい
ては，井口文男「イタリア憲法史」有信堂，1998年，140頁以下，マリオ・ズッコ
リ，小原耕一訳「国家統一から第二次世界大戦後までの刑法の理論と思想」『イタ
リア近代法史」明石書店（1998年)，246頁以下参照。
（２）ムッソリーニによるファシズム体制における女性政策については，清水廣一
郎，北原敦「概説イタリア史」有斐閣選書，1988年189頁参照。
（３）森田鉄郎，重岡保郎著「イタリア現代史」世界現代史22,山川出版社，２２４
頁（1977年)，松浦千誉「イタリア家族の変容一その法制を中心として」ケース
研究199号27頁（1984年）参照。なお，性と宗教，道徳の関係については，GIANL
UIGIPONTLISABELLAMERZAGORA,Sessualita,culturaedelittoinl
dellitosessuali,ＰＡＤＯＶＡ１９８８ｐｌ３ｓｓが詳しい。
（４）GiangiulioAmbrosini，Lenuovenormesullaviolenzasessuale,ＵＴＥＴ，
1997,ｐ３
（５）AnnamariaGallopini,“Illungoviaggioversolaparita”Zanichelli,1980,
Ｐ､１９１．
（６）AmbrosinMbidem
（７）MariaVirgilio,“UnavicendadentroefuoriilparlamentodallaVIIallaXI‐
ILegislatura,ｉｎＡＡ・ＶＶ''Ｃｏｍｍｅ、tariodelleNormecontrolaviolenzａｓｅｓｓｕ‐
ale'，ＣＥＤＡＭ，1996,ｐ､481.
（８）ibidemp､481
（９）後房雄「｢オリーブの木」政権政略』大村書店，］998年９頁。
(10）わが国では小児性愛者（ペドファイル）という語はなじみが薄いが，わが国
の児童買春は，他国と異なり，加害者が必ずしも特殊な小児性愛者（ペドファイ
ル）とは限らず，ビジネスマンや旅行や船員など，ごくありふれた普通の人間が
多いという。そしてこれらの人々が児童を性的に求めるのは，児童とのセックス
ならば，エイズに感染しないという間違った思いこみや，女性に対して劣等感を
抱く男性が，そのコンプレックス解消のために自分の思いのままになる対象を求
めて児童買春に走るという（『よくわかる児童買春・児童ポルノ禁止法』森山真弓
編著，ぎようせい（1999年）１０頁参照)，しかしフィリピンで日本人がペドファイ
ルとして逮捕された事件が数件発生している『アジアの子ども買春と日本』明石
書店（1996年）111頁以下。
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Ⅲ‘性暴力に対する法一イタリア刑法典強姦罪・
強制隈藝罪規定の改正
１．性的自由の実現に向けた改正の内容
以上のように1996年に女性に対する'性暴力の阻止に向けて刑法典の強姦罪
規定が大幅に改正された。この改正の意義は，つぎの点にある。第一に，性
犯罪の規定の刑法典上の位置づけを，形式的にも実質的にも性的自由を保護
する犯罪に対応させたことである。第二に，実質的に個人の性的自由の保護
を実現するために，強姦罪と強制摂嚢罪との区別を除去し，性暴力に対する
犯罪を統合して新たに規定したことである。第三には，被害者の性的自由を
補完するものとして，被害者のプライバシーの保護の実現に－歩踏み出した
（１）
ことである。以下，Ⅱ頂次述べる。
(1)公序良俗の保護から個人の性的自由の保護への転換
改正でもっとも重要な点は，性的自由の保護を前面に打ち出し，性犯罪の
規定の位置を，公道徳および良俗に反する罪の章から，個人の自由に対する
罪の章の中に移したことである。旧規定は，性的自由に対する罪という表題
が付けられていたものの|日規定が保護の対象とした性的自由は，公序良俗の
保護の枠内での性的自由であり，個人の自由としての性的自由ではなかった。
前述したようにロッコ法典は，ムッソリーニ政府のファシズム下の刑法典と
して権力的色彩の強い法典であり，またキリスト教のカトリックの教理の厳
格かつ封建的な道徳観念と強く結びついていた。ここにおける,性犯罪の保護
法益は，個人の`性的自由ではなく，社会的な性秩序の維持であった。その性
秩序においては，強姦行為は，未婚の品行方正な女性または既婚の女,性に対
する行為だけが違法とされた。売春婦は売春市場に金銭により放られた存在
（２）
として強姦罪の対象とはされなかった。しかし，犯罪とされた未婚または既
婚の女性に対する場合であっても，その性犯罪の保護の対象は，女`性自身で
はなく，女性の保護者である家族や夫の権限や権能であった。このように，
ロッコ法典の性犯罪について保護する性的自由とは，被害女性固有の利益の
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（３）
保護を目白勺としたものではなかったのである。
しかし，こうした考え方は，個人の自由に最高の価値を見いだす憲法の立
場から相容れるものではない。また戦後の女性解放運動などに伴う社会の価
値観の変化から，前記のような旧態依然とした考え方は変容を迫られるに至
った。したがって刑法典改正前も，刑法学者の間では解釈上は，性犯罪の保
護法益が個人の自由としての性的自由であることにもはや疑いははさまれな
（い
くなったが，升11法典改正により明確に性的自由の保護が'性犯罪規定の保護法
益とされたのである
(2)性暴力の罪への統一（強姦罪と強制隈褒罪の区別の除去）
改正により新しく導入された第二の点は，強姦罪と強制狼蘂罪との区別を
取り払い，’性暴力という一つの概念で性的自由を侵害する犯罪を規定し直し
たことである。すなわち，改正前は，強姦罪（刑法典旧519条）と強制狼蕊
罪（同旧521条）を区別して規定していたが，今回の改正により，強姦行為
と強制根褒行為を統一して「性暴力」に対する犯罪として，新たに609条の
２以下に規定したのである。「姦淫」「狼蕊行為」という語を統一することは，
強姦罪規定の改正が叫ばれ始めた1970年代末から，重要な課題のひとつであ
ったが，その目的は，次の二つの点にある。
第一は，規定の体系的整合'性である。すなわち，かつては，強姦罪および
強制隈蘂罪は，妊娠の危険性の有無およびそこから生ずる反社会性の相違と
いう観点から，区別されて規定された。しかし，刑法典改正により，，性犯罪
は，公序良俗としての性秩序の維持を目的とする犯罪から個人の性的自由の
保護を目的とする罪に移行した。ここから，強姦行為と隈褒行為の違いは決
定的な重要性を持つものではなく，問題は被害者の性的自由がどの程度侵害
（５）
されﾌﾟこか，という点Iこあるからである。
第二には，捜査段階における被害者の保護という点である。すなわち，性
犯罪の被害者は，捜査手続きの過程でプライバシーを侵害する質問や尋問に
さらされ，これまで被害者の人権を著しく侵害してきたが，この厭わしい捜
査実務を終わらせる目的を持つのである。すなわち，強姦と強制根藝の区別
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（６）
について，これまで半||例通説は，行為者の生殖器の貫入の有無に求めてきた。
そのため，訴追機関が公訴を提起するためには，強姦であったのか強制隈蕊
なのかを明らかにするために，行為者の生殖器がどの点まで貫入されたかを
探求することが，捜査の過程での重要な問題となっていたのである。しかし
改正により，強姦か強制狼藝かを分ける意義は存在しなくなった。訴追機関
は，概括的に犯罪行為を立証すれば足り，些細な事実の探求に努める必要は
（７）
なくなったのである。
(3)被害者のプライバシーを保護することによる性的自由の保障
改正における第三の重要な点は，マスメディアが，被害者の同意なしに被
害者像および身元を漏洩した場合には，３カ月から６カ月の拘留により処罰
される旨の規定が，新しく刑法典第三篇の特別違反行為（contravvenzioni
inparticolare）の部分に，プライバシーの保護に対する違反行為として定
（い
められたことである。この規定の目的は，第一Iこは，マスメディアの興味本
位な情報により，被害者がプライバシーを侵害され，人格が著しく侵害され
るのを避けることである。第二には，被害者がプライバシーを保護されるこ
（９）
と|こより匿名で告訴を提起できることを目的とする。また被害者のプライバ
シーの保護のために，被害者は，非公開の審理を求めることができ，匿名で
行うことを求めることができるという規定が新たに刑事訴訟法第472条に加
えられることになった。また事実の再現に必要でない場合には，被害者の私
生活または性に関する事実についての質問は認められないという規定も新た
に加えられた。
以上の被害者のプライバシーを保護する制度は，被害者の性的自由を手続
的に補完する意味を持つ。性犯罪の被害者は，プライバシーの漏洩を恐れる
結果，告訴を踏みとどまってしまうことが多いからである。
２．性的自由と暴行・脅迫の要件の関係について
新しく性暴力の犯罪を規定した第609条の２第１項は，被害者の性的自由
を侵害する加害者の行為を３つに分類する。すなわち，暴行による場合，脅
1４４
迫による場合，または権限濫用による３つの場合を'性暴力として処罰する。
これらの態様のうち暴力および脅迫については，旧規定の強姦罪の第519条
をほぼそのまま踏襲したものである。しかし，改正に向けた議論の中で，新
しい性暴力の罪が'性的自由を保護法益とするのであれば，犯罪の構成要件は，
被害者の性的自由を侵害したかどうか，すなわち性的行為が被害者の任意で
行われたのか，強制で行われたのかが問題とされるべきであり，暴行・脅迫
（10）
の要件は不要であるという批半Ｉがなされた。この意見によると，従来のよう
に強姦罪の成立について，暴行脅迫を要件とするならば，強姦罪の成立は，
性行為への拒否を示すための激しい抵抗を強姦行為の被害者に要求すること
になる。このように被害者の激しい抵抗の有無を問題にして，被害者の女性
に強姦罪の成立の責任を負わせる点に異論が出されたのである。すなわち被
害者が明白に性行為への拒否を示したにもかかわらず，’性行為を強いられた
のであれば，加害者への暴行脅迫に対する抵抗がなくとも，被害者の性的自
己決定権は侵害されたのであり，強姦罪は成立するのではないか，とされた
のである。
しかしこのような見解に対しては，性的行動の力学が常に単純で明確なわ
（11）
けではないという事実を見落としているという反論がなされた。すなわちﾈ目
手との性行為に応じたことに対して女'性が相手の男`性の誤解をその弁解事由
としたり，恋愛テクニックとして，あいまいな態度を女性が利用することは
しばしば行われるものだとする。したがって，言葉だけで示された不同意や，
または恋愛戦術として従lllEjな態度をとり相手にほのめかす場合や，さらに問
題なのは，相手を虚偽の強姦行為で訴えることが，予め巧妙に仕組まれてい
たような場合には，大きな問題が生じるとして，強姦罪の要件を，単純に－
（12）
方当事者の不同意だけに求めること|こ反対意見が出された。
結果としては，暴行，脅迫の要件を性暴力の罪の要件とする意見が支持を
得て，不同意を要件とする見解は改正において支持を得られず，性暴力の罪
に関して，暴行，脅迫が要件とされるに至った。
しかし，暴行または脅迫の内容および程度については，判例により緩和さ
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（13）
れる1こ至っている。
３．F性的行為」の概念について
旧規定第519条の「姦淫」および第521条の「根蘂行為」という語は，新規
定の「性的行為」という統一した概念に改められた。ここで問題なのは，新
規定の「'性的行為」の概念は，旧規定の「姦淫行為」「授藝行為」の概念と
同じなのかどうか，それとも旧規定より広く解釈すべきかどうかである。
この問題を考えるには，まず，これまでの「姦淫」行為の概念について，考
察する必要があると思われる。従来，判例は，「姦淫」の概念を，被害者の
（14）
生殖器に他方の生殖器の一部または全部ｶｺﾞ貫入された行為と理解していた。
しかし，この分類によると，アナルセックス（肛門性交）やオーラルセック
ス（口唇‘性交）のように単純でない性行為も，また同性者間でのI性的行為も，
姦淫行為には含まれず隈義行為となるにすぎない。確かに従来のように，性
的犯罪を公道徳および良俗に反する罪と理解すれば，その行為の社会秩序へ
の反道徳’性が問題となるので，妊娠を引き起こす危険性のある「姦淫行為」
と「狸嚢行為」との区別は意味を持つことになる。しかし性犯罪を被害者の
性的自由に対する犯罪と理解すれば，アナルセックスなどの性的行為が，被
害者の生殖器への貫入がないとして，姦淫行為より侵害性が弱いとはいえな
い。そこで性犯罪の保護法益を被害者の性的自由と解するのであれば，姦淫
（15）
行為と隈蘂行為との区別は絶対的な意味を持たないという批半|]が生じた。こ
うした批判を受け，かっては「姦淫行為」の概念に含まれなかった肛門や口
への男性の生殖器の貫入行為が，新規定の解釈においては，「性的行為」に
（16）
含まれるとされる。また，姦淫行為の目的が侮辱のためIこ行われようと，復
讐のためであろうと，姦淫行為が性的行為に含まれる点も異論はない。
４．夫婦間の性暴力
さらに重要な問題は，他方配偶者に対して暴行・脅迫によりなされた性行
為が，性暴力の罪を成立させるのか，どうかである。この夫婦間の`性暴力に
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ついて，新規定は明確な規定を置かなかった。しかし，このことは夫婦間の
性暴力が強姦罪を構成しないということを意味しない。なぜなら，イタリア
刑法においては，旧規定の強姦罪においても，他国の立法のように明確な規
（17）
定によって，夫を強姦罪の主体から免除していなかったため，判『Ｉは，早い
段階から，夫による強姦罪を認めていたからである。破棄院は，すでに１９７６
年に，裁判別居には至っていないが事実上の別居をしている妻に対する強姦
の事案について，「別居していない配偶者であっても，暴力または脅迫によ
り他方配偶者に姦淫を強いた者には強姦罪が成立する｡」と判示して，それ
（１８）
まで夫を強姦罪の主体から除外していた|日い\'1例を覆した。
（19）
その後も破棄院は夫婦間の強姦罪を認めている。たとえば，1982年に(よ，
（20）
裁判BIl居中の夫婦間の強姦について，破棄院は強姦罪の成立を認めている。
さらに，1994年の破棄院判決は，夫が，妻を殴ったり叩いたりして虐待し
た後に妻に性行為を強いた同居夫婦間の強姦の事案で，「暴行は，その行為
全般にわたって継続する必要はなく，夫が，’性的関係を望まない妻に，妻の
不安や極度の恐』怖状態を利用して性行為を強いる場合でも，暴行として十分
（21）
である」として，強姦罪の成立を認めた。以上のように，半||例は，現在では，
同居夫婦間の強姦罪をも肯定するに至っている。
（１）詳しくは，拙稿「性的自由と性暴力-1996年イタリア刑法典強姦罪規定の改
正をとおして－」専修総合科学研究第６号，1998年，４７頁以下参照。
（２）TulioPadovani,ｉｎＡＡＶＶ・Commentariodellenormecontrolaviolenza
sessuale,CEDAMPadova,1996,p､5.
（３）ibidem．
（４）GiovanniFiandaca,Violenzasessuale,EnciclopediadeldirittqXLVGiuf‐
fre,Ｍｉｌａｎｏ，1993,ｐ955
（５）AlbertoCadoppi,ｉｎＡＡＶＶ・Ｃｏｍｍｅntariodellenormecontrolaviole‐
nzasessuale,CEDAM1996,P､32
（６）AlbertoCadoppi,ｏｐｃｉｔ.,ｐ､24.,TulioPadovani,ｉｎＡＡＶＶ・Commentario
dellenormecontrolaviolenzasessuale,CEDAM1996,p,7.
（７）AlbertoCadoppi,ｏｐｃｉｔ.,ｐ,24.
（８）contravvenzioniは，犯罪の区分上，delittoと対比される犯罪である。学説
は，contravvenzioniとdelittoとの違いを模索してきたが，現在では，法により
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定められた刑の違いにすぎないとされる。delittoは，終身刑，懲役刑，罰金刑に
より処罰される犯罪でありcontravvenzioniは，拘留や科料で処罰される犯罪で
あるとする（EnciropediaGarzantideldirittol993）
（９）ＡｄｅｒｍｏＭａｎｎａｉｎＡＡＶＶ.“CommentariodelleNormecontrolaviole‐
nzasessuale，'CEDAMl996,p､285.s.s・
(10）MartaBertorino,LaviolenzasessualepresenteefutｕｒｏＡＡＶＶ.､Ｃｏｍｍｅ‐
ntariodellenormecontrolaviolenzasessuale,CEDAMPadova,1996,p,396.
なお，こうした批判を受けて，法律委員会による1983年に国会に提出された第393
号法案第３条では，“同意に反しまたは同意なく性的行為を行い，または行うこと
を強いる者”と規定していたが立法にはいたらなかった。
(11）GiovanniFiandaca,ｏｐｃｉｔ.,ｐ955
(12）ibidem.,ｐ960．
(13）詳しくは，拙稿「性的自由と性暴力」参照。
(14）AlbertoCadoppi,ｏｐｃｉｔ.,ｐ､３２
(15）TulioPadovani,ｏｐｃｉｔ.,ｐ､７．
(16）GiulioAmbrosini,ｏｐｃｉｔ.,ｐ､12．
(17）この点で，ドイツ刑法典が夫を強姦罪の主体から免責していたのとは異なる
（葛原力三「夫婦間レイプの成否と比較法(3)－西独における夫婦間の強姦」法律
時報第60巻３号104頁。但し1996年５月に，ドイツにおいても，配偶者間の性暴力
が処罰さることになった旨が伝えられている（AlbertoCadoppi,Cit・ｏｐ.ｐ49.参
照)。
(18）Cass.,pen.,l6febbraiol976,inCass.,pen.,Mass､ａｎｎｌ９７８
(19）詳しくは，拙稿「性的自由と性暴力」６３頁以下参照。
(20）Cass.,１３１ugliol982inCass・pen.,1988,85．
(21）Cass.,２５febbraiol994,inForoitaliano,1994,11,485.
Ⅳ未成年者に対する買春，ポルノグラフィー，
セックスツァーの防止法制定について
１．女性一般に対する管理売春及び搾取売春廃止法の制定
売春制度は，女`性の性的自由を金銭で支配する行為であり，家庭内の暴力
や性暴力と同様，歴史的にも暴力とも深く結びついている。そこでまず女性
一般に対する売春制度に対してイタリアの法制度がどのように対応したのか
を見たい。
イタリアにおいては，1860年のイタリア統一後，カブール（Cavour）が
売春宿の制度化をおこない，1889年にクリスピ（Crispi）がそれを継承する
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ことにより国家による管理売春制度がつくられた。こうした国家による管理
売春制度は，第二次世界大戦以前まで継続したが，戦後，1948年の世界人権
宣言における女`性及び個人の尊厳の思想の下で，売春制度の廃止が求められ
（１）
るようになっﾌﾟこ゜
イタリアにおいて売春制度が廃止されたのは，1958年２月20曰，法律75号
の管理売春及び搾取売春廃止法（Abolizioneregolamentazionedellａｐｒｏ‐
stituzioneelottacontrolosfrutamentodellaprostizionealtrui発議者
の名を採って通称メルリン法（LeggeMerlin）と呼ばれる）の制定による
ものである。この法の制定には，社会的に大きな困難が伴った。当時，’性病
が蔓延していたため管理売春の必要性を望む声が強かったからである。その
結果マッツィーニ派から共産主義者までの多くの議員の理解を得て法案の可
決に至るまで，下院議員のリナ・メルリン（LinaMerlin）の粘り強い活動
（２）
が必要であった。この法が帝'１定されたこと|こよりすべての売春宿が閉鎖され
ただけでなく，犯罪として搾取，売春の援助及び誘導，売春の客引き及びそ
（３）
の他の不法な行為を犯罪とする法が市I定された。
２．未成年者に対する買春，ポルノグラフィー，セックスツァー防止法
性的自由の保護を未成年者に実現するために，1998年８月３曰には，法律
269号「未成年者に対する買春，ポルノグラフィー，セックスツァー防止法」
(Legge3agostol998n269,“Normecontrololosfruttamentodellapro‐
stizione，dellapornografia，ｄｅｌｔｕｒｉｓｍｏｓｅｓｓｕａｌｅｉｎｄａｎｎｏｄｉｍｉｎori
qualinuoveformediriduzioneinschiavittl"）が制定された。この法律
が作られた背景は，本法の１条に掲げられているように，イタリア政府が，
1989年１１月20曰に子どもの権利条約を締結し，1991年５月27曰にその実施に
ついての法律176号を制定したこと，および1996年の「児童の商業的性的搾
取に反対する世界会議」（ストックホルム会議）において児童買春や児童ポ
ルノ及び児童の売買の根絶が宣言されたことによる。これらの条約や宣言に
より，子どもが買春やポルノグラフィーによる搾取から保護されることが各
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国の責務となったのである。1998年の未成年者に対する買春，ポルノグラフ
ィー，セックスツァー防止法は，１９条から成り，つぎの５つの目的に応じて
（４）
内容力i定められている。
第一に新しい犯罪類型を定めることにより刑事的制裁力を強めることであ
る。刑法典の第三節の個人の自由に対する犯罪の第一款の個人の人格に対す
る犯罪の部分には，第600条として，奴隷の境遇に陥れる犯罪が定められて
いる。すなわち，第600条は，人を奴隷の境遇又は奴隷に境遇に類した状況
に陥れた者は，５年以上１５年以下の懲役に処すると規定する。この条文にさ
らに，新しい犯罪類型として，未成年者との買春(600条の２)，未成年者の
ポルノグラフィー(600条の３)，ポルノグラフィーの所持(600条の４)，未成
年者との買春目的の観光ツァー(600条の５）を規定し処罰を強めた。また裁
判官の管轄権を拡大し，外国で犯された未成年者のポルノグラフィーと売春
の行為を処罰することを可能にした。
第二に，捜査や起訴が，より効果的に行われるように刑事訴訟法を改正し
たことである。本法は，刑を加重した新しく犯罪類型を刑法に定めたが，そ
の機能を高めるために，刑事訴訟法典を改正し現行犯逮捕や盗聴の範囲を広
げた（１１条12条13条)。現行犯逮捕，被疑者の拘留の可能性，監護拘置や盗
聴の強制処分の適用可能性の義務づけとして訴訟法上の効果を明示する。ま
たとくに16歳以下の子どもの場合には，付帯的争訟（incidente）でも公判
中でも，尋問による子どもへの心理的トラウマを避けるために，特別な尋問
形式（いわゆる保護尋問）を新しく定めた。また，第一審の単独裁判官制度
の改正（1998年２月19曰の委任立法令）により，単独裁判官制度は，重大な
犯罪の審理について，合議制の裁判に改められる。
第三に，当該新法は，警察に対して，未成年者との買春やポルノグラフィ
ーの防止のために，犯罪の形態に応じた新しい捜査方法を認めた（1990年の
309の関係法規集の適用を根拠とする)。すなわち，証拠物の押収のために捜
査目的を隠してポルノグラフィーを手に入れること，コンピューターにより
子どもの人身売買を発見するために，隠されたインターネットのサイトを開
1５０
くことを許可すること，捜査中に証拠物を発見できない場合に，逮捕や押収
を遅延させることに同意すること，未成年者の買春目的の観光ツァーに捜査
員を潜入させることを同意することである。
第四に，当該法は，犯罪による肉体的精神的被害から未成年者を守ること
を目的にしている。２条２項は，買春の被害者の子に関する`情報を少年裁判
所に伝えるためのネットワークを活発にすることを定める。すなわち，公務
員または公務に従事する者は，18歳以下の者が売春を行った情報を有する場
合には，直ちに少年裁判所にある検察庁のもとにその情報を知らせるものと
し，少年裁判所は未成年者の保護のために手続を開始し，後見人を任命する
ことができる。少年裁判所は，未成年者の更生および社会復帰のために，心
理的面についても有効な援助措置を行う（２条２項)。８条は，売春やポルノ
グラフィーや'性的虐待の犯罪の未成年の被害者の写真や身分についての出版
を禁じる（刑法典734条に734条の２を付加する)。１５条は，一定の場合には，
未成年者との売春の行為者および治療のために被害者にも，遺伝`性の性的病
理の存在の可能性を確認するために診断検査を受認することを義務づける。
第五に，１７条は，明確な規律として，総理府及び内務省に，未成年者の搾
取の抑止と搾取の監視について，国際的な強調の下で新しく特別捜査部を新
設し，活動の情報及び整備することを命じる。
以上の新法制定の結果，これまで見過ごされてきた大人による未成年者に
対する性的搾取の防止のための積極的な対応が可能となった。
(1)売春制度は，ギリシャ時代に，アテネの７賢人の－人のソロンが主に外国人
や自由奴隷によるPorneと呼ばれる売春宿をつくったのが起源という。その後古
代ローマにおいてもギリシャをまねて，女性や同性愛者による売春宿をテヴェレ
lllや市場の近くに売春宿（lupanari）がつくられた。その売春宿の営業について
は，許可が与えられるのと引き替えに税金が課された。中世になり，一夫一婦制
と純潔を教義とするカトリックが普及するに至り，売春行為は公には罰せられる
べきものとされた。しかし実際には男性優位の思想を背景に，神学者の聖アウグ
スティヌスも述べているように，必要悪とされた。カトリック思想においては，
売春は，近親相姦などの避けるためのはけ口と考えられたのである。
しかしその後フランス革命が起き，その平等の思想により，徐々にではあるが，
イタリアにおける女性への暴力に対する法規制（椎名）１５１
国家の売春に対しても批判の目が向けられるようになった。フランスでは，１８世紀
の末から19世紀の初めには，売春は公衆衛生の保護という名目で，許可を受けかつ
規制される国家事業のひとつの形態と考えられていた。そのため廃止のついては，
売春宿の経営者は，売春宿廃止に反対する職能団体を形成するまでにも至った。１９
世紀のイタリアにおいても，1860年にイタリアの統一に貢献したカブール
（Cavour）が売春宿の制度化をおこない，1889年にクリスピ（Crispi）がそれを継
承した。しかし，カブールの売春の制度化は，時の政府も恥ずべき制度として意識
していたのか，政府官報では決して公告されなかった。
第二次世界大戦後になり，世界人権宣言の結果，女性及び個人の尊厳の保護の思
想の普及により，西洋社会は売春制度の廃止に着手していった。Mereu,"Prostitiz‐
ｉone'，inEnciclopediadelDiritto，ｖｏｌ，ＸＸＸＶＩＩ，ｐ､440,ｉｂｉｄｅｍＦａｕｓｔｏｌｚｚｏ，ｐ５
ｓｓ.,，
（２）AnnamariaGalloppini“Illungoviaggioversolaparita，，Zanichelli,1980,
pl91ssには，LinaMerlinが国家による管理売春を止めさせるために，闘った長
い歴史が書かれている。
（３）MassimoPoliti,"Laleggecontrolosfruttamentosessualedeiminori"Edi‐
ｚｉｏｎｉＬａｕｒｕｓＲｏｂｕｆｆｏ,1998,ｐｌ３
（４）Faustolzzo“NormecontrolaPedfilia'，,EdizioniGiuridichesimone,1998,
ｐ､10．
なお，森下忠「イタリアの性犯罪に関する二法律」海外刑法だより，判例時報
1666号（2000年）３０頁が本法について触れている。
資料「未成年者に対する買春，ポルノグラフィー，セックスツァー防止法」
1998年８月３日法律269号（抜粋）
1．（刑法典の改正）
1991年５月27日法律176号で承認された子どもの人権条約及び'996年８月31日のス
トックホルムの世界会議の最終宣言の原則に従い，イタリアは，子どもの肉体的，
精神的，心理的，社会的発達を保つために，あらゆる性的搾取及び性暴力の形態
に対して子どもの保護を第一の目的とするものである。その目的のため刑法典第
２編のＸⅡ章Ⅲ項のＩの部分の600条の後に，600条の２乃至600条７が本法２条３
条４条５条６条及び７条が挿入される。
2．（未成年者に対する買春）
1．（第600条の２未成年者の買春）
１８歳以下の者を売春に勧誘しまたは売春を援助または売春させた者は，６年以上
１２年以下の懲役及び3000万リラから３億リラの罰金に処する。
より重大な犯罪を成立させる場合を除いて，14歳以上16歳以下の未成年者と性的
行為を行う者は，金銭や他の経済的手段の代替として６カ月以上３年以下の懲役，
または1000万リラ以上の罰金に処する。行為者が18歳以下の者である場合には，
1５２
刑は三分の一に減ずる。
２．１９３５年５月27日法律835号により改正され1934年７月20日暫定措置命令（decret-
legge）1404号の25条ののちに，以下の規定を挿入する。
（25の２売春を行った未成年者または性的犯罪の被害者）
①公務員または公務に従事する者は，１８歳以下の者が売春を行った旨の情報を
有する場合には，直ちに少年裁判所の検察庁にその』情報を伝え，未成年者の保護
のために手続を開始し，後見人の選任を未成年者のために裁判所に申し立てるこ
とができる。裁判所は未成年者のために心理的な面についても回復及び社会復帰
のために措置を講じる。緊急の場合には，裁判所は未成年者のために職務上手続
を開始する。
②１８歳以下の外国人の未成年者が被害者である場合（省略）
3．（未成年者のポルノグラフィー）
（第600条の３未成年者のポルノグラフィー）
ポルノグラフィーの陳列を行う目的またはポルノグラフィーを作成する目的で１８
歳以下の者に性的虐待を行った者は，６年以上12年以下の懲役及び5000万リラ以
上５億リラ以下の罰金に処する。
第１項のポルノグラフィーの取引を行う者も同様の刑に処する。
第１項，第２項の以外の場合において，インターネット通信を含むいかなる方法
によっても，第１項のポルノグラフィーを供し，頒布しまたは出版した者，また
は18歳以下の未成年者の性的行為または勧誘を目的として情報を頒布または供し
た者は，１年以上５年以下の懲役及び500万リラ以上100万リラ以下の罰金に処す
る。
第１項，第２項，第３項以外の場合において，故意に，１８歳以下の未成年者の性
的行為によるポルノグラフィー写真を無償であっても，他人に譲渡した者は，３
年以下の懲役または300万リラ以上1000万リラ以下の罰金に処する。
4.（ポルノグラフィーの所持）
（第600条の４ポルノグラフィーの所持）
第600条の３に規定された場合以外に，故意に18歳以下の未成年者の性的虐待によ
り作成されたポルノグラフィーを手に入れまたは所持する者は，３年以下の懲役
または300万リラ以上の罰金に処する。
5．（未成年者の買春を目的とする旅行）
1.刑法典600条の４の後に現行法４条により導入し，以下の規定を挿入する。
（第600条の５未成年者の買春を目的とする旅行）
未成年者に対する買春行為の享受を目的とする，またはそれらを含む旅行を組織
しまたは宣伝する者は，６年以上12年以下の懲役及び3000万リラ以上３億リラ以
下の罰金に処する。
6.加重事由７.付加刑（省略）
8.（未成年者の身分及び肖像の保護）
ｌ刑法典734条の２の‘`609条の２'，の語の前に，以下の語“600条の２，６００条の３，
イタリアにおける女性への暴力に対する法規制（椎名）１５３
600条の４，６００条の５”を挿入する。
9．（未成年者の売買）１．刑法典601条に以下の項を付加する。
売春を誘う目的で18歳以下に売春をさせるかまたは人身売買を行う者は，６年以
上20以下の懲役に処す。
以下の条項については省略１０．外国で犯された行為，11．現行犯逮捕，１２．電話
傍受（Intercettazioni）１３．訴訟手続14．阻止活動（AttivitaUicontrasto）
１５．公衆衛生評価１６．利用者への連絡17.調整活動18．規定の廃止１９.効力
の発生
Ｖ家庭内の中での暴力に対する法一ドメスティック
バイオレンス防止法制定について
１．ドメスティック・バイオレンス法成立の経緯
前述したように1996年に刑法典が改正されるまで長い間，性暴力の犯罪の
保護法益は，個人の性的自由ではなく公序良俗であるとされてきた。これは
イタリア社会においてカトリック思想に裏付けられた男性優位の思想が根強
かったからであるが，さらに夫やパートナーによる家庭の中の暴力について，
（１）
社会的関心は低いものであった。女｜性一般|こ対する暴力への社会的関心が低
かったことに加えて，さらに夫による妻への暴力が家庭内の夫婦喧嘩として
しかとらえられて来なかったという二重の原因による。そのために，夫の妻
に対する暴力は家庭の壁の中に隠され社会の表面には現れて来なかったので
（２）
ある。夫の妻への暴力が容認されていたことは，名誉ｶｺﾞ侵害された場合には，
女‘性の家族員を男』性（夫，父親，兄弟）が事実上殺害することが認められて
いたという名誉の犯罪（ildelittodonore）が，1981年になってはじめて廃
（３）
止されたことカコらも示されている。
しかし，1960年代末からアメリカ合衆国からヨーロッパ各国に広がった反
戦平和運動は，戦争における暴力，とくに戦場における強姦等の女性に対す
る性暴力の真実を明らかにし，イタリアのフェミニズム運動の発展にも大き
な影響を与える結果になった。そしてこの運動は，1970年代末には，イタリ
（４）
アにおける升|]法典の強姦罪規定の改正運動に発展して行く。その後長い時間
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を経て，1996年に刑法典の改正により強姦罪・強制狼蕊罪を廃し性暴力の犯
罪に一本化することにより性的自由の実現に大きく歩みを進めた。
この刑法典の改正は，女性への暴力に対する男性の意識の変革を促し，女
性への暴力に対する社会的関心が高まった結果，それまで家庭の壁の中に隠
され社会的問題とされることのなかった夫やパートナーによる暴力の問題も
社会的に認知されるようになった。それを背景で支えたのは民間の活発な援
（８）
助団体の活動である。そして1997年には家庭内の暴力について暴力のｶﾛ害者
を家族の家から隔離して，許可なしに接近することを禁止する命令を発する
権限を裁判官に与える“家族関係における暴力防止措置”法案が2001年４月
５日に可決され，ドメスティック・バイオレンス防止法として法律第154号
｢家族関係における暴力防止措置法」（Leggenl54del5Aprile2001
Misurecontrolaviolenzanellerelazionifamiliari）が成立した。
２．イタリアにおけるドメスティック・バイオレンス防止法制定の必要Ｉ性
イタリアでも，夫による妻への暴力は，暴行，脅迫，傷害，殺人，侮辱，
（９）
自殺教唆，など升Ｉ法典上の犯罪の構成要件に該当する。しかし，客観的には
暴力行為はイタリア刑法典上の各構成要件に該当しても，実際には夫による
妻への暴力の犯罪を犯罪として追求するには大きな困難が伴う。なぜなら妻
自身が夫の暴力を犯罪として告発することをためらい，また刑事司法関係者
も夫の暴力を犯罪とすることを消極的であったからである。その第一の理由
は，妻は自らの収入を持たず夫に経済的に依存していることから夫が逮捕・
収監されて職を失うことは，妻も自らの経済的基礎を失うことを意味するこ
とである。しかし妻が夫の犯罪行為を告発することをためらう結果，夫の妻
に対する暴力は歯止めがなくますます激しさを増すことになる。また第二に
は，妻が夫を告発することを許さないという社会的価値観や，裁半llの長期化，
警察関係者の無理解などの司法制度上の問題が，妻が夫を告発することを断
念させる原因となっている。これらの理由で，刑法上は夫の妻に対する暴力
を犯罪として処罰することは可能であっても，実際には機能していないのが
イタリアにおける女性への暴力に対する法規制（椎名）１５５
現状であった。
３．ドメスティック・バイオレンス防止法の目的
新たに制定されたドメスティック・バイオレンス防止法の目的は主として，
（10）
以下の点|こある。
第一に，保護の迅速’性である。夫の暴力から妻を保護するためには，これ
までの夫の逮捕・収監という刑事犯罪として夫を告発するという手段は，裁
判手続の長期化している現状では有効な手段とはなりえなかった。そこで新
しい犯罪の創設や刑罰の強化という方法とは異なる保護のあり方として，加
害者である夫に対する家族の家からの退去・接近禁止命令という方法を創設
したのである。第二は，妻の経済的保護である。これまで夫による妻の暴力
が社会的に重大な問題であるにもかかわらず，家庭の中で潜在化して被害者
の救済がはかられなかった大きな理由として，妻の夫に対する経済的依存が
あるｄすなわち夫が唯一の収入源であり経済的基盤を夫に依存している妻の
場合，刑事告発や保全処分など暴力をふるう夫の自由を奪うことや夫を妻か
ら隔離することは，妻が自らの経済的基盤を失うことを意味した。そこで，
新法は夫を妻から隔離するに際して妻の経済的保障という点も考慮し，刑事
事件の裁判官も本来民事事件の領域である扶養命令を発令することができる
ようにしたのである。第三に，家族関係の回復の可能性である。これまでは，
妻が夫の暴力から逃れる手段は，犯罪として告発して夫を刑務所に入れるか，
または別居・離婚という手段により共同生活を終了させるという選択しかな
かった。しかしこれらの手段は，妻を暴力から解放するとしても，それは同
時に家族関係を崩壊ざせ妻に家族の家を棄てさせることになる。家族関係を
終了することがもっとも効果的な場合もあるが，軽微なケースの場合は，家
族関係を一時停止することで十分な場合もある。そこで，新法は，家族関係
を崩壊させずに，暴力をふるう夫を家族の家から遠ざけることにより家族関
係の回復を目指したのである。第四に，イタリアのドメスティック・バイオ
レンス防止法は，「家族関係における暴力防止措置法」という名称にあるよ
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うに，夫による妻への暴力に限定されない。第５条にあるように配偶者や同
居者とは別な他の家族により惹起された危害行為についても適用が可能であ
る。
４．ドメスティック・バイオレンス防止法の内容
（11）
以上の趣旨の実現のために，具体的には以下の新しい市'１度を導入した。第
一に，刑事手続きとしての保全処分の新たな形態として，配偶者に家族の家
からの退去を命じること，および再び家族の家に立ち入ることを禁止する接
近禁止の保全処分を新設した。第二に，民事手続としての保護命令として，
加害者に対する退去命令・接近禁止命令を裁判所に申し立てる保護命令制度
を新設した点である。これら両制度により民事事件の裁判所でも刑事事件の
裁判所のどちらに対しても暴力の加害者に対する退去命令・接近禁止の命令
を申立てる制度が認められたことである。すなわち刑事的制度としては保全
処分の適用を，民事的制度としては保護命令をそれぞれ裁判所に求める求め
ることを可能にしたことである。この結果，暴力の被害者の妻は，刑事の裁
判官に夫の暴力を告発するか，別居や扶養手当の裁判で，夫を家族の家から
遠ざけることのどちらも選択が可能ということになる。第三に，そして妻の
経済的保障のために民事事件の裁判所だけでなく刑事裁判所に対しても，扶
養手当を求めることを可能にし，そしてその扶養手当の支払いを直接に夫の
給料から天引きする制度を採用したことである。第四に，保護命令の実効'性
を高め被害者の保護に役立たせるために，保護命令の適用の要件について，
｢暴力」の概念を拡大し精神的暴力も「暴力」の概念に含め，かつ保護の対
象を法律上の夫婦だけでなく事実上の夫婦である同居者にも拡大したことで
ある。
(1)刑事手続の保全処分としての退去命令・接近禁止命令
①保全処分の退去命令・接近禁止命令の内容
前述したように新制度の注目すべき点は，暴力の被害者の妻は，刑事的手
続の保全処分としての退去命令・接近禁止の命令も，民事的手続として退去
イタリアにおける女性への暴力に対する法規制（椎名）１５７
命令・接近禁止の保護命令を申し立てることもできることである。
今回の新法により家族関係に適用される刑事処分としての新しい保全処分
の内容は，裁判官は，刑事上の制度である保全処分の－制度として，直ちに
家族の家を退去する義務，または被告人が拘禁されているなど家族の住居と
異なる場所にいる場合には，再び立ち入ることを被告に禁止することを命じ
ることができるというものである。それには裁判官の許可なく家族の家に接
近することを禁止する義務を伴う。ただし身のまわりの品や職業活動に必要
な道具を取り出すことが必要な場合には，裁判官の許可により一時的に再び
家に立ち入ることが認められる。手続の過程で被疑者に保全処分を緩和して
もよいと判断させる行動が見られる場合には，裁判官の許可により，子に対
する特別な配慮から家族関係を再び構築し直すために，期曰を定めた訪問が
認められる。この場合には，裁判官は，たとえば母親や他の家族の同席を必
要とするなど，特別な態様での訪問を定めることになる。
②保全処分における退去命令・接近禁止の対象
同処分により裁判官は被告人に元の配偶者や近親者の住居や，被害者が曰
常訪れる場所に接近しないことを被告人に命じることができる。その禁止の
唯一の例外は，被告人が仕事上の必要から同場所に訪れることが被告人にと
って必要な場合である。
③給料からの扶養手当の天引き命令
裁判官は必要な場合は，雇用主の側からの直接の支払いや給与からの天引
きによる扶養手当の支払いを命じることもできる。その扶養手当の権利者は，
配偶者と子であり，子については嫡出子，養子，認知を受けた非嫡出子のう
ち未成年の子または自立できない成年の子である。
④保全処分の一般原則の適用及び他の保全処分との関係
家族の家からの退去・接近禁止の新しい保全処分制度は，現行の他の保全処
分の適用を排除しない。
(2)民事手続の保護命令の退去・接近禁止命令
民事手続としての保護命令制度が新設されたことにより，暴力の被害者の
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妻は，刑事の裁判官に夫の暴力を告発するか，別居や扶養手当の裁判で，夫
を家族の家から遠ざけることのどちらも選択が可能ということになる。
①保護命令の内容および継続期間
民事の領域での保護命令の発令要件は，他方の配偶者または同居者の肉体
または精神または自由への危害である。危害の重大性は，各暴力の行為の重
大性と継続性により判断される。保護命令の発令により，裁判官は，危険を
有する行為を行った配偶者または同居者に，同行為を止めることを命じ，さ
らに危害を与える行為を行った配偶者または同居者の家族の家からの退去と，
必要な場合には申立人の通常近づく場所に接近することを禁止する処分を措
置する。刑事的保護の保全処分として規定された当該法第一条で命じられた
場所の家族の家および職場に加えて，民事的処分の保全命令では，対象を家
族や近親者の住居以外に，友人等の「その他の者の住居｣，または「双方の
子の教育施設」を加える。
保護命令の有効期間は，６カ月を越えることはできず，重大な理由により
期間の延長がが必要なときにのみ，当事者の申立により期間を伸長すること
ができる。
この保護命令においても，新法の第１条で定められた条項により，扶養手
当の支払いの命令をも行うことができる。裁判官は，さらに必要な場合には
家族の調停のセンターや地域の社会サービスの介入を命じることができる。
②保護命令の手続
保護命令の手続に関しては，迅速,性と効果の一時性に特徴づけられる。保
護命令は，弁護士の援助なしに当事者個人だけでも，申立人の住居または住
所地の地方裁判所へ申し立てることができる。保護命令は，判事室で単独の
裁判官により下される。裁判官は当事者から聴聞し，必要な場合には，税務
警察により当事者の共有財産または個人財産や収入に関する調査を行うこと
ができる。裁判官は，必要な場合には簡易陳述（sommarioinformazioni）
を行い，即時に保護命令を発令することができる。なお保護命令に対しては，
合議制での地方裁判所への異議申立が認められる。
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③保護命令違反に対する罰則
新法６条は，保護命令の実効性を確保するための刑事制裁について規定す
る。命令に従わなかった場合は，３年以下の懲役，または20万リラから200
万リラまでの罰金に処せられる。この行為は故意犯のみが処罰される。
④民事手続の保護命令の内容及び他の刑事処分との関係
裁判官は，配偶者や同居者の行為により他方配偶者または同居者に対する
肉体または精神（integrita'fisicaomorale）または自由に対する重大な危
害をもたらす場合には，裁判官は，その行為が公務所（ufficio'）の訴追で
きる犯罪を成立しない場合には，保護命令を発令することができる。
（１）イタリアのドメスティック・バイオレンス法については，拙稿「イタリアに
おけるドメスティック・バイオレンスに対する新法について一二○○一年「家族
関係における暴力防止措置法」の意義一，専修大学法学研究所紀要２７「民事法の
諸問題Ⅲ』2002年参照。
（２）PatriziaRomitqModidiconoscereepratichesociali，inViolenzaAlle
DonneERisposteDellelstizionLFrancoAngelli2000,p9.
（３）PatriziaRomitqibidem.なお小谷眞男「イタリア刑法史におけるく名誉の事
由〉1889-1981」お茶の水大学人文科学紀要第54巻2001年317頁参照。
（４）PatriziaRomitqibidem．
（５）MariaVirgilio,UnavicendadentroefuoriilParlamentoDallaVIIallaXII
Legislatura,ｉｎＡＡ・ＶＶ・℃ommentariodelleNormecontrolaviloenzasessu-
aleCEDAMl996.p､481.
（６）VittoriaTola,RispostelstizionaliallaViolenzacontroledonneinltalia，
inViolenzeAlleDonneERisposteDellelstizioni，FrancoAngelli2000,ｐ､205
ｓＳ
（７）イタリアの強姦罪規定の改正については，拙稿「性的自由と性暴ﾌﾞﾌ-1996年
イタリア刑法典強姦罪規定の改正をとおして」専修総合科学研究第６号47頁以下
（1998年）参照。
（８）イタリアの民間の暴力防止のための支援センターの積極的活動については，
拙稿「イタリアにおけるドメスティックバイオレンスの現状と法的課題一女性へ
の暴力防止組織の活動とその法的対応をとおして－」国士舘大学比較法制研究第
２３号（2000年）161頁以下参照。
violenzasessuale，ＶｉｏｌｅｎｚｅａｌｌｅｄｏｎｎｅｅＲｉｓｐｏｓｔｅｄｅｌｌelstituzioni，Franco
Angeli,2000,ｐ,１８１．
（９）詳しくは，拙稿「イタリアにおけるドメスティック・バイオレンスに対する
1６０
新法について」150頁以下参照。
(10）MarcellaLucidi,XIIIRegislatura,CameradeiDePutati,DisegnodiRelaz￣
ioni・下院における当該法案の提案趣旨の報告書である。
(lDMarcellaLucidi,ibidem．
Ⅵ職場における暴力に対する法一セクシャル・
ハラスメント防止法について
セクシャル・ハラスメントの問題についてイタリアは当初積極的な関心を
示さなかった。イギリスなど他のＥＣ（欧州共同体，現在のＥＵ）諸国では，
1970年代半ばから女性差別の解消に向けた政策が進められたが，そこでは女
性であることが差別の理由であると明示されている「直接差別」だけではな
く，さらに一見中立的な条件や基準だが実際には女性に不利益を与える「間
（１）
接差月|l」の問題が採り上げられた。そこでＥＣは，1976年の男女平等待遇原
則指令で「間接差別」を禁止し，以後具体的に，女性が実質的に差別を受け
ていたり，働く上での障害になっている問題を取り上げていった。そして，
｢女性が平等に働く権利」をどう実現するかという視点から，女性が働くた
めの環境・条件づくりの対策の一つとしてセクシャル・ハラスメントの問題
（２）
の対応策を検討していった。セクシャノレ・ハラスメントの問題は，1970年代
にアメリカでの職場での女性差別の解消のひとつとして運動の高まりを見せ
たものであるが，1980年代以降，欧州議会も，「セクシャル・ハラスメント
は女‘性の尊厳をそこなう重大な問題」との決議を繰り返し行った。1984年に
は，ＥＣ委員会は「行動計画の促進に関する勧告」を策定し，セクシャル・
ハラスメントの被害の程度や範囲の調査をＥＣ加盟国に求めた。
しかしこのＥＣからの要求に対して，イタリア政府は，イタリアにおける
（３）
セクシャノレ・ハラスメントの統計資料を出さなかった。セクシャノレ・ハラス
メントは差別の問題であるが，イタリア政府は，差別自体が政治の問題とな
っている他のヨーロッパ諸国やアメリカ合衆国と違って，セクシャル・ハラ
（４）
スメントの問題について差Bll問題という意識をもっていなかったのである。
（５）
しかし，その後イタリアでも女1性の就労率が高まるようになると，女性た
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（６）
ちにセクシャノレ・ハラスメントの被害が多く発生するようになった。
こうした状況の下で，1987年にＥＣから出されたセクシャル・ハラスメン
トに対するルービンシュタインの報告書は，就労の場での男性のセクシャ
ル・ハラスメントに悩むイタリア女`性に対して強い影響を与えることになっ
た。ここからイタリアでも，女性たちは，セクシャル・ハラスメントが働く
女性の尊厳を傷つけるものであるという意識が芽生え，その運動はセクシャ
ル・ハラスメントと闘うための支えとなる法を要求して行くことになる。
まずセクシャル・ハラスメント防止法の制定において問題となったのが，
ハラスメント（molestia）の定義であった。この定義の問題について解決の
ヒントを与えたのは，1991年の欧州委員会（CommissioneCee）の職場にお
ける男女の尊厳の確保に関する勧告（Raccomandazionesullatuteladella
CommissioneCeenelgliuominisullavolo,９２/131）であった。この勧告
にはセクシャル・ハラスメントと闘うための施策に関する行為規範が付加さ
れていた。この勧告では，ハラスメントは，性的意味を持つ望まない行為ま
たは職場における男女の尊厳を侵す性的性質のすべての種類の行為をも意味
（７）
するとしていﾌﾟﾏﾆ。
この勧告は1991年のポジティブアクション法（Azionipositiveperlarea‐
lizzazionedellaparitauomodonnanellavoro）を初めとした女`性差別解
消のための多くの立法の成立に影響を与えた。さらに行政官庁に対して共同
体の行為を実現するために必要な措置を採用することを行政官庁に義務づけ
（８）
る1993年の公務員|こ関する労働関係の法改正|こも影響を与えている。
議会におけるセクシャル・ハラスメントの立法についての議論は，1992年
の第10期の議会から始まり，その活動の中心は上院議員のスムラーリア
(Smuraglia）であったが，立法を真に実現させようと意思は，左派内部に
（９）
さえ見られなかつﾌﾟこ。その後，前述の欧州委員会の勧告によりセクシャノレ・
ハラスメントについて一定の理解は広まったものの，政党間の対立により意
見の一致を見なかった。さらに1998年にスムラーリアにより修正された内容
の法案が提出され，上院で修正可決された。しかしその後下院の労働委員会
1６２
での審議は何カ月も待たされた後，2000年の２月16曰に始められ３月29日ま
で続行されたが結論が出す，いまだセクシャル・ハラスメント法は成立して
（10）
いなし､。
したがって，イタリアには，職場でのセクシャル・ハラスメントの問題に
ついて特別な法律はなく，ハラスメントの行為に対しては，刑法典，民法典
の一般的規定によって解決されている。
（１）黒岩容子「セクシャル・ハラスメント」大脇雅子・中島通子・中野麻美編
「２１世紀の男女平等法新版」ゆうひかく選書（1998年)，８３頁
（２）黒岩前掲書84頁。
（３）MyriamBergamaschi,Ildibattitosullemolestiasessualeinltalia,ｉｎＬｅ
ｍｏｌｅｓｔｉｅｓｅｓｓｕａｌｉｎｅｌｌｕｏｇｈｉｄilavoro,ＦｒａｎｃｏＡｎｇｅｌｉ,2000,ｐ､61.
（４）MyriamBergamschi,ibidemo
（５）イタリアにおける女性の就業率については，松浦千誉「諸外国のアファーマ
ティブアクション法制一雇用の分野にみる法制度とその運用実態』東京女性財団
1996年，228頁，イタリアの章参照)。
（６）ibidemMyriamBergamaschi，
（７）ibidemMyriamBergamaschi，
（８）ibidemMyriamBergamaschi，イタリアのポジティブアクション法について
は，松浦・前掲のほか，山岡規雄「労働における男女平等のためのイタリアの立
法」『外国の立法」３３巻４．５．６号，1995年，134頁，法律訳については，眞子
ゆかり「外国の立法」同年同号139頁，
（９）AlbertoPizzoferratoMolestieSessualisullavoroCEDAM2000p79
(10）ibidem
Ⅶ結び
以上，イタリアにおける女性に対する暴力への法的規制の流れを概観して
きた。わが国では刑法典の強姦罪や強制根藝罪の規定や女性の'性的自由につ
いて十分に議論されることなく，いまだ強姦罪規定の改正についての議論は
（１）
浮上するに至っていない。ただし，強姦罪の告訴期間力x撤廃されたことは評
価されるべきものである（刑事訴訟法235条１項１号)。
しかし，児童買春・児童ポルノ禁止法やドメスティック・バイオレンス防
止法は，わが国も同様の法が規定されるに至った。これは，女,性や子どもに
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対する暴力を防止する国際的流れに両国政府が応じたものであろう。ただし
両者には以下のような違いもある。
わが国でも，児童買春・児童ポルノ禁止法が，1999年５月１８曰に成立した。
わが国の児童買春・児童ポルノ禁止法とイタリアの未成年者に対する買春，
ポルノグラフィー，セックスツァー防止法の大きな違いは，イタリア法は，
児童のポルノグラフィーの所持についても３年以下の懲役に処するとしてい
（２）
るのに対して，わｶｺﾞ国では所持は処罰の対象としていないことである。わが
国は世界の児童ポルノ製造流通基地となっており，現在ヨーロッパ諸国にお
（３）
いて流通している児童ポルノの約８害１１は日本製だといわれている。このよう
な現状を考えると，所持を処罰の対象から除外しているのは問題である。ま
た，セックスツァーについて，イタリア法では規定されるているが，曰本法
では規定されていない。セックスツァーが曰本法で規定されていない理由は，
1979年の旅行業法の改正により売春を斡旋することが禁止されたこと，およ
び，児童買春防止法制定により，旅行業者は児童買春の周旋勧誘罪として罰
せられることを理由とする。しかし，禁止行為を定めた旅行業法１３条３項に
は罰則が付せられていないこと，および現地の旅行社を介在させた場合に曰
本の旅行社を処罰するのは困難であり，わが国の児童買春防止法の規定は不
十分である。
ドメスティック・バイオレンス防止法については，わが国でもイタリアと
同時期に2001年４月６曰に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関
する法律」が制定された。イタリア法との違いは，保護命令についての退
去・接近禁止期間が，わが国では退去については２週間，接近禁止について
は６カ月とされているのに対し，イタリア法では，退去・接近禁止期間をと
もに６カ月と定めている点，曰本法では身体的暴力しか暴力の概念に含めず，
心理的暴力を含めていない点，保護命令の保護の対象に実家や子どもを含め
ていないこと，またイタリア法は，家族の家からの夫の退去・接近禁止処分
を設けると同時に扶養手当の支払いを命じることができ，しかも履行確保の
ために雇用主から夫の天引きの制度を新設したことである。この点でイタリ
1６４
ア法の方がより実効`性があるといえるであろう。
なおセクシャル・ハラスメントについては，わが国では雇用主の責任につ
いて男女雇用機会均等法において新たに規定が置かれた点では，曰本法が評
価されてよいであろう。しかし，具体的には，民法や刑法での解決によって
おり，この点では曰本法もイタリア法も異なるものではない。イタリア法に
おけるセクシャル・ハラスメントについての判例分析は今回行うことができ
ず，次回の課題にしたい。
暴力は，つねに強い立場の者から，弱い立場の者に対して行われてきた。
とくに女性はこれまで経済的劣位に置かれた結果，男’性による暴力に対して
異議を申し立てることが困難であった。しかし女Ｉ性が経済的進出により男性
と同等の発言権を獲得しつつある現在，これまで見過ごされてきた問題が明
らかになり解決に向けて歩みを進めている。イタリアにおける女性への暴力
への法による規制の流れも，イタリアの女`性の自由が確実に拡大しつつある
ことを示している。しかし児童買春をはじめとするこれらの問題は，グロー
バル化した現代社会では，問題は一国で解決できる問題ではなくなっている。
したがってこうした問題を解決するには，－国のみの解決ではなく，世界的
な視野に立った上で，女`性が男`性と完全に平等な地位を社会的にも経済的に
も得ることが不可欠と考える。
（１）問題点について，拙槁「性的自由と性暴力」６９頁以下参照。
（２）但し，このポルノグラフィーの所持については，当初の自民党，社会党.さ
きがけの共同提案の児童買春・児童ポルノ規制法案においては，罰則は付せられ
ていないけれども禁止の対象となっていた。しかしその後，立法の際には，禁止
の対象から所持が外された（森山，前掲書31頁)。2003年７月には改正案が提出さ
れたが，改正案には，所持も処罰の対象となっている。
（３）森山，前掲書11頁。
（４）森山，前掲書12頁。
